
2008.10 VOL.5
M O N T H L Y  S U R V E Y

F F G 調 査月報 �
産業調査
原油価格高騰と企業のヘッジ戦略

地域経済調査
福岡県、熊本県、長崎県、３県企業の景況感



調査�
月報�

CONTENTS［目次］�

2008 . 10 . OCT

VOL.5

［01］―――― 経済動向
九州、福岡県、熊本県、長崎県

［08］―――― 産業調査
原油価格高騰と企業のヘッジ戦略

［14］―――― 地域経済調査
福岡県、熊本県、長崎県、３県企業の景況感

［20］―――― トピックス
わが町ガイドさんと行く！新・九州観光「九州さるく」

［21］―――― FFGニュース
「第８回半導体実装国際ワークショップ」開催のお知らせ

［22］―――― トップに聞く
坂根 康伸 氏（大阪鋼管 株式会社 代表取締役社長）
つき だ く に たか

月田 求仁敬 氏（熊本大同青果 株式会社 代表取締役社長）

西川 正美 氏（株式会社 大宮 代表取締役）

［25］―――― 海外リポート
中国のインターネットショッピング

［28］―――― 海外トピックス
中国の労働契約法

［29］―――― 経済指標

【バックナンバーのお知らせ】

「FFG調査月報」のバックナンバーは、ふくおかフィナンシャルグループの
ホームページでご覧いただけます。
http://www.fukuoka-fg.com/



115

110

105

100

95

90

85
2003年� 04年� 05年� 06年� 07年� 08年�

111.6111.6

107.9107.9

111.6

107.9

九州�
全国�

2.0

1.0

0.0

▲5.0

▲1.0

▲2.0

▲3.0

▲4.0

（％）�

鉄鋼業�鉱工業�
全体�

非鉄�
金属�

金属�
製品�

一般�
機械�

電気�
機械�

情報�
通信�

電子・�
デバイス�

輸送�
機械�

窯業・�
土石�

化学� 石油・�
石炭�

繊維� 食料品・�
タバコ�

0.37

▲0.8

0.03

0.69

0.2 0.1 0.06

▲3.64

0.31
0.09 0.24

0.03 0.04

0.61

九州の最近の経済動向

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）経済産業省、九州経済産業局

業種別寄与度（鉱工業生産指数）

（出所）九州経済産業局

［鉱工業動向］……………生産は横ばい

２００８年７月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は１１１．６で、前月比０．８％減と横ばい傾向で推移し

ています。しかし、外需に依存する産業は、今後の海外の経済の動きについて、注意を払っていく必

要があります。

［業種別動向］……………電子部品・デバイス工業が低下

鉱工業生産指数の動き（前月比）を業種別でみると、金属製品や食料品・タバコ、鉄鋼業などが上昇

し、電子部品・デバイスは低下しました。

経済動向
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福岡県の最近の経済動向

福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………足踏み状態続く

住宅投資で前年を大きく上回り、大型小売店販売高も猛暑効果で前年を上回るなど、個人消費関連

では明るい動きがみられました。しかしながら、輸送用機械を中心とした生産活動は減速傾向の動き

を示しており、福岡県の景気は総じて足踏み状態にあると言えます。

［生産活動］…………………輸送機械などが低下し前月比１．４％減少

６月の鉱工業指数（季節調整値）の動きを見ると、

生産指数は１０７．２と前月比１．３％減少し、２ヵ月ぶ

りの低下となりました。主要産業では、電気機械

や化学などで上昇し、輸送機械や一般機械などで

低下しました。

［大型小売店］………………猛暑効果で前年比２．１％増

７月の県内大型小売店販売高は、猛暑により夏

物衣料に動きが見られ、前年比２．１％増の６６９億円

と前年実績を上回りました。

業態別にみると、百貨店では女性衣料が伸びて、

販売高は前年比１．２％増となりました。また、大

型スーパーは衣料品等はほぼ前年並みでしたが、

食料品等の伸びが大きく、同３．０％増となりまし

ました。

経済動向
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［住宅建設］…………………貸家、分譲の大幅増で前年を大きく上回る

７月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

３３．６％増の９３９戸、貸家で同７８．０％増の２，９０９戸、

分譲で同９６．２％増の９２６戸となり、全体では同

７１．１％増の４，８０９戸と、前年を大きく上回りまし

た。

［公共工事］…………………件数、金額ともに前年を上回る

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１７．８％増の８００件、金額が同２２．８％

増の３９５億円と、件数・金額ともに前年を上回り

ました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同８．４％

増、「独立行政法人等」で同約５０３．０％増、「県」

で同８０．４％増、「市町村」で同９．３％増と、全部門

で前年を上回っています。

［企業倒産］…………………大型倒産により、負債総額は大幅増加

８月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１８．９％増の４４件、負債総額

は同約５倍増の２８５億９，３００万円と、件数・負債総

額ともに前年を大きく上回りました。大型倒産の

増加により、負債総額は前年を大きく上回ってい

ます。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県

2007
76

2008
7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

（億円）� （％）�
10

△10

0

0

50

100

150

200

250

300
前年比�

熊本県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………減速傾向続く

大型小売店販売額や住宅投資で横ばいの推移となる一方、原材料価格上昇などの影響で生産活動に

おいて弱い動きが続いている他、公共投資も２カ月連続で前年割れとなるなど、熊本県の景気は総じ

て減速感が強まっています。

［生産活動］…………………一般機械などが低下し前月比２．０％減少

６月の鉱工業指数（季節調整値）の動きを見ると、

生産指数は１０５．５と前月比２．０％減少し２カ月ぶり

に低下しました。主要産業では、一般機械や金属

製品などの業種が低下したものの、電気機械や輸

送機械などの業種が上昇しました。

［大型小売店］………………飲食料品が伸びて全体では０．４％増

７月の県内大型小売店販売高は、猛暑により飲

食料品の売り上げが伸び、前年比０．４％増の１７３億

円と前年億実績を上回りました。

商品別にみると、衣料品は婦人服、紳士服とも

に伸び悩み前年比４．３％減少しましたが、食料品

等は同３．４％増と前年実績を上回りました。

経済動向
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［住宅建設］…………………持家、分譲で前年を上回る

７月の新設住宅着工戸数は、貸家で前年比

１０．６％減の５５９戸と前年を下回ったものの、持家

で同２２．８％増の３８２戸、分譲で同４２．９％増の５０戸

となり、全体では同１．３％増の９９３戸と、僅かなが

ら前年を上回りました。

［公共工事］…………………件数、金額ともに前年を下回る

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比０．６％減の４６４件、金額が同１６．２％減

の１２５億円と、件数・金額とも大幅に前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」で同３８．５％増となったものの、シェアの大き

い「県（同４３．２％減）」や「市町村（同３．４％減）」

などで前年を下回り全体を押し下げたため、全発

注者合計では前年比２ケタの減少となっています。

［企業倒産］…………………件数・金額ともに増加

８月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５３．８％増の２０件、負債総額

は同７４．４％増の３８億９，１００万円と、件数・負債総

額ともに前年を上回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数� 一般機械工業�
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食料品・たばこ工業�
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………減速傾向強まる

造船業を中心に生産面では引き続き高操業が続いているものの、公共投資や住宅投資で低調に推移

している他、大型小売店販売額も依然として前年割れが続いており、長崎県の景気は減速傾向が強まっ

ています。

［生産活動］…………………一般機械などが低下し２．２％減少

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１１９．４と前月比２．２％低下しまし

た。業種別では電気機械、一般機械などで上昇し

ましたが、一般機械、電子部品・デバイスなどで

低下しました。

［大型小売店］………………衣料品、飲食料品ともに前年下回る

７月の県内大型小売店販売高は、猛暑だったも

のの衣料品等が伸び悩み、前年比１．２％減の１１８億

円と前年実績を下回りました。

業態別にみると、百貨店では衣料品、食料品と

もに前年割れで、販売高は前年比１．４％減となり

ました。また、大型スーパーは衣料品の落ち込み

が食料品よりやや大きく、同１．０％減となってい

ます。

経済動向
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［住宅建設］…………………貸家、分譲の減少で前年を下回る

７月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比１．４％

増の２１０戸と、ほぼ前年並みを維持したものの、

貸家で同１５．５％減の１９６戸、分譲で同６９．０％減の

４９戸と前年を大きく下回り、全体では同２３．７％減

の４５７戸と、大幅な減少となりました。

［公共工事］…………………請負金額で前年を下回る

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１４．９％増の２００件、金額が同３．５％減

の１２３億円と、請負金額で前年を下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２．９％

増、「県」で同４．３％増、「市町」で同１１．９％増と

なったものの、「独立行政法人等」で同９４．５％減

と大幅に前年を下回ったため、全発注者合計では

僅かながら前年を下回りました。

［企業倒産］…………………件数・金額ともに減少

８月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２１．１％減の１５件、負債総額

が同２１．３％減の５３億５，１００万円と、件数、負債総

額共に前年比減少しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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原油価格高騰と企業のヘッジ戦略
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（出所：Bloomberg、NEEDS-FinancialQUEST よりふくおかフィナンシャルグループ作成。写真はイメージです。�BP p. l. c.）

「ＷＴＩ」について
ＷＴＩ（Ｗｅｓｔ Ｔｅｘａｓ Ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ）とは、主に米
国テキサス州で産出される油種のこと。
ＷＴＩ先物市場は流動性が高く、ＷＴＩベースのデリバ
ティブ取引も活発に行われていることから、ＷＴＩ先物は
国際原油市場の代表的な指標として用いられている。

はじめに
原油相場は、２００８年夏にかけて急騰し、史上

最高値を記録したことは記憶に新しいところで
す。
なお、原油等の石油関連製品の価格上昇は一

旦ピークを超えその後は下落傾向となりました
が、今夏の急速な原油価格の上昇は、様々な品
目の価格上昇を引き起こし、多くの企業で減益
基調が鮮明となるなど実体経済への影響も様々
な場面で見られています。
今回は、原油市場の動向、および、実体経済

への影響を整理しながら、企業がヘッジ戦略と
して原油デリバティブ取引をどのように活用し
ているか、具体的な事例を用いて、詳しくご紹
介します。

１．原油相場の動向
異常な高騰を見せた原油市場

原油価格（ＮＹ原油ＷＴＩ先物）は、０８年に入
り急速に上昇ペースを速め、同年７月１１日には
史上最高値１４７．２７ドル／バレルまで急騰しまし
た。なお、７月下旬以降、原油価格は下落傾向
（現在終値ベースでは９月１５日９５．７１ドル／バレ
ルまで下落）となりましたが、グルジア情勢等
の地政学的リスクの存在や長期的な安定供給に
対する懸念など、原油相場の動向に関し、不透
明感は依然払拭されていない状況です。
なお、今夏原油価格がこれほどまでに高騰し

た理由は諸説ありますが、原油価格の変動の要
因について、一般的には次のように整理されま
す。

《原油価格変動の要因》
�．ファンダメンタルズ
（�）需要
・中長期的要因：アジア需要急増等
・短期的要因：景気変動、季節要因等

（�）供給

産業調査
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図１ 世界の原油消費量の推移

（出所）BP「Statistical Review of World Energy 2008」
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図２ ＮＹ原油先物市場 投機筋ポジション動向

（出所）CFTC、Bloomberg よりふくおかフィナンシャルグループ作成

・中長期的要因
：ＯＰＥＣ供給余力、採掘コスト等

・短期的要因：製油所事故
（�）その他（在庫要因等）

�．その他（プレミアム）
（�）先行き不安：地政学的要因、ハリケーン等
（�）ヘッジファンド、投資マネー等

原油価格高騰の要因としては、需要・供給等
ファンダメンタルズ要因（例えば、世界の原油
に対する需給に関しては、アジア諸国を中心に
堅調に推移していること）もよく指摘されます
（図１）。ただ、今回は特に、投資マネーの要因
（「昨年７月以降の米国サブプライムローン問題
を発端とする世界的な金融市場混乱を背景に、
金融市場の投資マネーが安全資産である国債や
金と並んで、いわゆるコモディティ（原油、非
鉄金属等の商品）市場にも流入し、原油価格を
急激に押し上げた」という一連の動き）が大き
いとされています（図２）。

では、今後の原油相場の長期的な展望につい
てはどうでしょうか。この点では、専門家の間
でも見方が分かれていますが、ＮＹ原油（ＷＴ

Ｉ）先物価格で見た場合、大別すると次の通り
となります。

《原油相場展望の主な見方》
�．１バレルあたり７０ドル～８０ドルの水準まで

下落。
�．１バレルあたり１００ドル～１２０ドル前後で推

移。
�．再び、今夏のピークの水準である１５０ドル

前後あるいはそれ以上の水準まで上昇。

なお、純粋に需給要因のみで説明できる原油
価格の水準については、関係者の多数説として、
およそ７０～８０ドルといわれています。因みに、
「通商白書２００８」では需給バランスで説明でき
る原油価格の水準を７４．７ドルとした上で、それ
を上回る部分（プレミアム）については地政学的
リスクの他、年金資金、ヘッジファンド等の投
資マネーの流入が大きな役割を果たしていると
しています。
但し、今後、地政学リスク等の原油高の波乱

要因がゼロになるような状況は想定し難く、ま
た、実需取引に絡んで各種デリバティブ取引が
日常的に行われる現状を考慮すると、原油価格
決定要因として純粋な需給要因以外の部分（プ
レミアム）も常に存在するという仮説は受け入
れざるを得ないでしょう。このことから、原油
価格の見通しとして、「１バレルあたり７０ドル
～８０ドルの水準まで下落する」という楽観シナ
リオに過剰な期待を寄せることは禁物といえま
す。

２．実体経済および企業経営への影響
原油高騰は広範な業種に影響するも、コスト転

嫁は思うように進まない現状

原油価格の上昇は、様々な種類のモノ・サー
ビスの物価上昇を引き起こすことにより、実体
経済に悪影響を与えます。
例えば、「食肉価格の高騰」は、「原油価格上

昇」⇒「ガソリン価格上昇」⇒「バイオエタノー
ル等の代替エネルギー需要の増加」⇒「エタノー
ル原料であるトウモロコシの需要増加・価格上
昇」⇒「家畜飼料用トウモロコシの価格上昇」
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図４ 法人企業統計・経常利益（増加率）

（出所）財務省

図５ 全国企業倒産件数（負債総額千万円以上）

（出所）東京商工リサーチ

軽油価格高騰等トラック運送業界の窮状理解を
訴える全面意見広告（社団法人全日本トラック協会）

⇒「食肉価格の高騰」という道筋で引起されて
いるとの指摘もあります。

また、今回の原油価格高騰による物価上昇の
特徴としていえることは、企業部門（特に中堅
中小企業）が厳しい状況にさらされている点で
す。つまり、企業物価指数は大幅な上昇となっ
ている一方で、消費者物価指数の上昇幅は依然
相対的に小さいという事実から、企業は川上の
物価上昇（原油価格上昇による原材料・燃料価
格上昇）を川下の販売価格（一般消費者向け価
格）に十分に転嫁できない状況が読み取れます
（図３）。このことは、企業収益を悪化させ、ひ
いては、廃業・倒産件数を増加させることにつ
ながります（図４、５）。

因みに、特に運送業が厳しい状況にあり、様々
な自助努力を行うのも限界に達しており危機的
な状況であることを同業界はアピールしていま
す。（社団法人全日本トラック協会などの一部
業界団体は、燃料費高騰対策として、軽油引取
税の軽減や燃料サーチャージの導入促進策等の
各種施策の実施を政府にはたらきかけていると
ころです。）

このように、昨今の原油価格高騰は石油製品
をはじめとする様々な品目の物価上昇を通じて
企業の収益を圧迫する要因となっています。な
お、足元の原油価格の下落を背景に、一部では
物価上昇圧力も徐々に収まりつつありますが、
総じて物価は依然高止まりの状況が継続してい
ます。
ただ、このような状況下でも、一部業界では、

数年前より原油デリバティブを活用したエネル
ギー価格変動リスクのヘッジに取組んできた企
業もあり、こうした企業のヘッジ行動が企業の
経営安定化に大きく寄与している好事例があり
ますので、以下事例の詳細をご紹介致します。

３．企業のヘッジ取引の意義
企業はリスクとどう付き合うか？

ここで、企業のヘッジ戦略の具体的な事例説
明に入る前に、ヘッジ取引のポイントについて
説明いたします。
ヘッジ取引の本来の意義は、ヘッジ取引で相

場に勝つことが目的ではなく、あくまで「リス

産業調査
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図６ ヘッジ対象（原料・燃料調達取引）と
ヘッジ手段（原油デリバティブ取引）の概念図

（出所）ふくおかフィナンシャルグループ

・取引種類：円建て原油スワップ取引
・価格指標：ＪＣＣ
・取引期間：５年間
・取引数量：３ヵ月毎１２５キロリットルを５年間

（合計２５００キロリットル）
・固定価格支払人：Ｍ社
・変動価格支払人：大手商社

クを抑制すること（例：調達コスト等を固めて
しまうこと）」です。この認識を経営陣も含め
て企業内で共有することが重要です。ヘッジ取
引単体では、当然のことながら、利益が出たり
或いは損失が発生したりするものです。肝要な
のは、企業が自社のヘッジ戦略を検討する場合、
「原油デリバティブ取引のようなヘッジ取引
（下図中『ヘッジ手段』）だけを切り出して勝ち
負けを論じるのではなく、必ず実需取引（下図
中『ヘッジ対象』）とセットでそのヘッジ効果を
見るべきである」ということになります（図６）。

そもそも、企業は、事業を遂行するにあたり
様々な種類のリスク（事業リスク、得意先の信
用リスク、原材料価格上昇リスク、金利リスク、
為替リスク等）に晒されています。しかし、企
業は、これらのリスクに対し上手く付き合って
いかなくてはなりません。つまり、「『取るべき
リスク』と『回避すべきリスク』とを峻別し、
『回避すべきリスク』についてはコストをかけ
てでもリスクをヘッジ（抑制）するとともに、『取
るべきリスク』については綿密に検証した上で
思い切って経営資源を投入してみる」等のメリ
ハリのある経営の舵取りとリスク管理の姿勢が
企業経営において重要となります。
なお、「デリバティブ取引」は、通常、リス

クをヘッジ（抑制）するための有効な手法となり
ますが、一方で、使い方次第では投機手段とし
て取引することも技術的には可能であり、場合
によっては損失が発生することもあります。し
たがって、デリバティブ取引導入にあたり、適
合性の判断を行う等、事前に十分検討する必要
があります。

また、社内で検討作業をスムーズに進めるた
めには、経営陣の積極的なコミットも欠かせま
せん。（大手企業では、デリバティブ取引を活
用したその意思決定は、取締役会決議等の機関
決定を以ってなされるケースが一般的です。）

４．企業のヘッジ戦略の事例
【その１】

～Ｍ社（地域バス会社）の原油デリバティブを

活用した燃料価格変動リスクのヘッジの事

例～

先ず、本州の大手地域バス会社であるＭ社の
事例について説明します。

�．取引事例の経緯
Ｍ社がおかれた経営環境としては、地域交通

サービスの提供という極めて公共性の高い業務
の性格上、採算確保のためとはいえ運賃を安易
に値上げするような対応は難しい状況となって
います。しかし、一方で、原油相場の激しい値
動きを背景に同社の燃料調達コストも不安定で
あることが、同社の経営上の課題となっていま
した。
そこで、Ｍ社は、燃料調達コストの安定化を

図るために、０６年１１月に、地元大手地銀の媒介
により、大手総合商社を相手方とする原油デリ
バティブ取引（原油スワップ取引）を導入するに
至りました。

�．導入した原油デリバティブの概要

なお、Ｍ社は、同様の原油デリバティブ取引
を順次追加導入する計画であり、最終的には、
年間あたり合計１０，０００キロリットルまでヘッジ
する計画としています。これは、Ｍ社の年間軽
油使用量約１８，０００キロリットルに対し、およそ
５５．６％に相当する数量となります（図７）。
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図７ Ｍ社の燃料調達コスト・ヘッジ率推移の実績・計画

（出所）Ｍ社資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成
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図８ Ｍ社燃料調達コストヘッジ効果検証（単価、原油価格換算）

「ＪＣＣ」について
ＪＣＣ（Ｊａｐａｎ Ｃｒｕｄｅ Ｃｏｃｋｔａｉｌ）とは、財務省関税
局が発表する原油輸入通関統計価格で、日本国内に輸入さ
れる原油の月間加重平均価格として毎月公表される。
国内の石油製品取引価格は、ＷＴＩもしくはＪＣＣベース
で行われることが多いが、ＪＣＣは主に中堅中小企業にお
ける値決めにおいて用いられる場合が多い。

（出所）Ｍ社資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

　外部環境変化にも関わらず安定利益を継続�

2003年度=100として��
指数化表示�

人件費�
燃油費・航燃税�
営業利益�

2003《航空運送事業》�
1,436�
2,200�
272

燃油費・航燃税�
人件費�
営業利益�

1,485�
2,203�
680

1,798�
2,301�
741

2,361�
2,327�
797

2,661�
2,413�
779

3,010�
2,440�
730

（単位：億円）�

2004 2005 2006 2007 2008

ドバイ原油市況の上昇��
2003/4 $23 ⇒ 2008/4/25 $107

図９ 原油価格高騰等の外部環境とＡ社の利益確保の状況

（出所）Ａ社ＩＲ資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

�．導入した原油デリバティブのヘッジの効果
Ｍ社は、原油スワップ取引を、ヘッジ目的、

つまり、燃料の実質的な調達コストを確定させ
ることを目的に、導入しておりますので、本来、
本取引による損得を論じることは必ずしも適切
ではないかもしれません。しかし、取引導入後
の原油価格高騰を鑑みると、Ｍ社が経営判断と
して行った本ヘッジ取引は、その目的はもとよ
り取引の結果についても、一定の評価ができる
のではないかと考えます（図８）。

【その２】

～Ａ社（本邦大手航空会社）の事例～

次に、国内大手航空会社であるＡ社の事例に
ついて説明します。

�．Ａ社経営の外部環境と収益状況
同社経営の外部環境としては、国内線の需要

の伸び悩み、新幹線その他の航空会社との競争
激化、そして、原油市況の更なる高騰、という
厳しい経営環境が続く状況となっております。
このような中、Ａ社は、０８年３月期決算におい
ても前期並みの営業利益を確保するなど、同社
の決算内容には安定感があります（図９）。

Ａ社ＩＲ資料によると、厳しい外部環境変化
にもかかわらずＡ社が安定利益確保を継続でき
た理由としては、「プロダクトとサービスにお
ける差別化戦略」、「生産性向上・人件費抑制」、
「省燃費機材へのシフト」、「最適化された運行
計画の実行」などが挙げられますが、これらに
加えて、「コストの平準化を重視した燃料ヘッ
ジ戦略」が大きなポイントとして挙げられます。

�．Ａ社ヘッジ戦略の内容
一般的に、本邦企業における燃料調達価格は

次の算式（簡便法）で説明されます。つまり、算
式が示すとおり、国内企業にける燃料調達コス
ト（円建て、単価ベース）の変動リスクは、厳密
には「ドル建ての原油価格変動リスク」と「為
替変動リスク」という二種類のリスクに分解す
ることが出来ます。

「燃料価格（円建て、単価）」

＝「原油価格（ドル建て）」×「為替レート」

＋（精製マージン、他諸費用）

産業調査
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（ｉ）燃油に関する「単価ヘッジ」�
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図１０ Ａ社燃油に関する単価ヘッジのイメージ

（出所）Ａ社ＩＲ資料より一部簡略化の上ふくおかフィナンシャルグループ作成

　原油/為替変動による影響（ヘッジしない場合）�

原油価格1ドル/バレルの変動（上昇）�
為替1円/USドルの変動（円安）�

+23億円／年 �
+19億円／年 �

08年度経常損益ベース（費用増）�

図１１ Ａ社ヘッジ効果の検討

（出所）Ａ社ＩＲ資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

（ii）燃油に関する「為替ヘッジ」�

方針：年間ドル支払額の80％をヘッジ��
方法：対象年度の5年度前から開始。ドル総支払額の10％��
　　　ずつを毎年ヘッジし、残分を最終年度に実施。�
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2009年度�
40％�
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図１２ Ａ社燃油に関する為替ヘッジ計画イメージ

（出所）Ａ社ＩＲ資料より一部簡略化の上ふくおかフィナンシャルグループ作成

ここで、Ａ社のヘッジ手法の特徴は、「（�）
燃油に関する『単価ヘッジ（ドル建て）』」及び
「（�）燃油に関する『為替ヘッジ』」としてリ
スクを分解してヘッジ取引を行っている点です。
通常、国内一般企業が燃料調達価格変動リス

クをヘッジする場合、これらのリスクをわざわ
ざ分解して個々にヘッジするケースは稀ですが、
Ａ社のように、大企業でかつ社内で高度なリス
ク管理を行うことが可能である場合、Ａ社事例
のように、リスクを分解してヘッジする手法も
選択可能です。以下、Ａ社の「（�）燃油に関す
る『単価ヘッジ』」および「（�）燃油に関する
『為替ヘッジ』」について、説明いたします。
（�）燃油に関する「単価ヘッジ」
Ａ社の「燃油に関する『単価ヘッジ』」は、

目標とするヘッジ率に向けて、四半期毎に一定
期間（２年または３年）、一定割合（約８％また
は約１２％）を順次ヘッジしていくものであり、恣
意性（担当者の相場観等）を極力排除したスタイ
ルが同社のヘッジ戦略の特徴といえます（図１０）。

また、目標とするヘッジ率についても、通常
のヘッジ取引であればおよそ５０％が一つの目安
であるところ、Ａ社は目標ヘッジ率を「８０％ま
たは１００％」と非常に高い水準に設定していま
す。勿論、目標ヘッジ率をこれほどまでに高い
水準に設定することについては、事前に慎重な
検討が必要ですが、Ａ社の場合、この高いヘッ
ジ率が、昨今の原油価格上昇局面においても安
定的に利益を確保できた一つのサポート要因で
あるといえます（図１１）。

（�）燃油に関する「為替ヘッジ」
続いて、「燃油に関する『為替ヘッジ』」につ

いてですが、対象年度の「５年度前から」とい
う長い期間で為替リスクのヘッジに取組んでい
る点が特徴的であるといえます（図１２）。
なお、為替リスクのヘッジ取引（為替予約や

クーポンスワップ取引）では、現状の国内外の
金利差により円高メリットも享受することが可
能であり、Ａ社はこうした利点も考慮の上為替
ヘッジ取引を行っているものと思われます。

終わりに
「予測不可能な将来に備え、一定のコストを
かけてでも、リスクをヘッジする。」
つまり、「予測不可能だったものを、一部、

予測可能にする。」という企業の「守り」の戦
略については、不透明感漂う原油市場など昨今
の企業経営の外部環境に鑑み、その重要性・意
義はますます高まっていると考えます。
最近は、企業ＩＲの場面において、こうした

企業のリスクヘッジ戦略ついても積極的にア
ピールする動きが見られようになりました。こ
のように、企業のヘッジ戦略は、企業自身の問
題にとどまらず、企業内外のステークホルダー
も注目するテーマになっているといえます。
ふくおかフィナンシャルグループでは、原油

デリバティブをはじめとする各種リスクヘッジ
商品を取扱っており、今後も様々な情報提供と
的確なソリューションを提供することにより、
お客様のビジネスのお役に立てればと考えてお
ります。 （田中 義一）
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福岡県、熊本県、長崎県、３県企業の景況感

ふくおかフィナンシャルグループでは、福岡県、熊本県、長崎県における経済の現状及び今後

の見通しを把握するため、３県の企業を対象とした「企業動向調査アンケート」を実施いたしま

した。今回の調査では、「企業の景況感」と「原油価格・原材料価格高騰の影響」の２つについて

調査しました。今月号では、「企業の景況感」についてお知らせし、「原油価格・原材料価格高騰

の影響」については、１１月号にてご紹介します。

【調査の概要】

１．調査の対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�各県の業種別構成比を基に無作為抽出
・福岡県１，００１社（回答企業２９３社、回収率２９．３％）
・熊本県５０２社（回答企業１２２社、回収率２４．３％）
・長崎県６４５社（回答企業３５３社、回収率５４．７％）

２．調査時点：２００８年７月中旬～８月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００８年４～６月期：実績、７～９月期：見込み、１０～１２月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と
答えた企業の割合を差し引いた指数（ＢＳＩ［Business Survey Index］）を基に経済動向を
予測。

�その他
福岡県及び熊本県の企業に対する調査は今回が始めての調査であるため、２００８年１～３
月期以前のデータはありません。

【調査結果の概要（産業天気図）】

地域経済調査

２００８年４～６月期（実績） ２００８年７～９月期（見込み） ２００８年１０～１２月期（予想） 天気 業況ＢＳＩ

業況 ＢＳＩ 業況 ＢＳＩ 業況 ＢＳＩ ５０以上～１００

福
岡
県

全 産 業 ▲１７ ▲２１ ▲２６
２５以上～５０未満

製 造 業 ▲９ ▲２０ ▲３０
０以上～２５未満

非 製 造 業 ▲２２ ▲２２ ▲２４
▲２５以上～０未満

熊
本
県

全 産 業 ▲１０ ▲２５ ▲２９
▲５０以上～▲２５未満

製 造 業 ▲６ ▲２６ ▲２２
▲１００～▲５０未満

非 製 造 業 ▲１３ ▲２５ ▲３５

長
崎
県

全 産 業 ▲２６ ▲３０ ▲２５

製 造 業 ▲１９ ▲２３ ▲１７

非 製 造 業 ▲２９ ▲３４ ▲３０
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１．福岡県内企業の景況感

福岡県内企業では、製造業で化学・石油製品

や輸送用機械等、一部ではプラス実績となって

いるものの、非製造業で原油価格の高騰や原材

料価格上昇等の影響により全業種でマイナス実

績となるなど、製造業、非製造業間で景況感に

格差が見られた。

福岡県内企業の景況感を、業況ＢＳＩを基に

みると、全産業ベースで４～６月期実績▲１７と

なりました。

製造業と非製造業とに分けてみると、製造業

全体では同▲９となりましたが、業種別にみる

と、化学・石油製品では大幅なプラス実績と

なっている他、一般機械や輸送用機械などでも

まずまずの水準となっています。しかし、生コ

ンや金属製品、電子部品・電気機械などでは、

マイナス幅が大きく、製造業全体では厳しい状

態にあるようです。

一方、非製造業は、全業種でマイナス実績と

なっており、同▲２２と、製造業と比べて１０ポイ

ント超の大きな格差があります。非製造業を業

種別にみると、ホテル・旅館業やサービス業な

どでは大幅なマイナス実績となっています。原

油価格の高騰が経営に大きな影響を及ぼしてい

るものと考えられる運輸・倉庫業ですが、４～

６月期時点では他業種と比べて小幅なマイナス

実績となっています。

先行きの景況感については、製造業で４～６

月期以降▲９→▲２０→▲３０とマイナス幅が拡大

する一方、非製造業では同▲２２→▲２２→▲２４と、

低水準かつ横ばいの推移となる見込みです。そ

のため、全産業ベースでは同▲１７→▲２１→▲２６

と、製造業が全体を押し下げる形でマイナス幅

が拡大する見込みです。

このように、４～６月期における県内企業の

景況感は、製造業、非製造業ともにマイナス実

績ながらも、両業種間の実績水準には格差がみ

られました。しかし、７～９月期以降は、非製

造業で横ばいの推移となる中、製造業のマイナ

ス幅が大きく拡大する見込みであり、全産業

ベースの景況感は、先行き厳しさが増すものと

判断されます。

業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種について４～６月期の実績

をみると、化学・石油製品は５６と高水準にあり

ます。７～９月期以降は▲１１→▲１１と、原油価

格高騰の影響等によりマイナスへ転じる見込み

です。輸送用機械は１１と小幅ながらプラス水準

となっています。しかし、７～９月期以降は▲

１１→▲３３と、受注量の減少等により大幅に悪化

しマイナスへ転じる見込みです。一般機械は６

とプラス実績となりましたが、受注状況の不安福岡県の回答企業の業種別構成

業 種 企業数 構成比（％）
製 造 業 １１８ ４０．３

食 料 品 １９ ６．５
化 学 ・ 石 油 製 品 ９ ３．１
生 コ ン １５ ５．１
鉄 鋼 ・ 非 鉄 １８ ６．１
金 属 製 品 １３ ４．４
一 般 機 械 １６ ５．５
電 子 部 品 ・ 電 気 機 械 １９ ６．５
輸 送 用 機 械 ９ ３．１
非 製 造 業 １７５ ５９．７

建 設 業 ６１ ２０．８
卸 売 業 ３４ １１．６
小 売 業 ３２ １０．９
不 動 産 業 １５ ５．１
運 輸 ・ 倉 庫 業 １４ ４．８
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ６ ２．０
サ ー ビ ス 業 １３ ４．４

合 計 ２９３ １００．０

福岡県内企業の業況ＢＳＩの推移
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定さから、７～９月期以降は▲６→±０と、一

進一退で推移する見込みです。鉄鋼・非鉄や金

属製品は、原材料費の高騰等により、それぞれ

▲１７、▲２３と共にマイナス実績となっています。

７～９月期以降も、鉄鋼・非鉄で▲２２→▲３９、

金属製品で▲５４→▲５４と、先行き一層厳しさが

増す見込みです。電子部品・電気機械は、売上

高の減少や材料・仕入れ価格の高騰等により、

４～６月期以降▲２１→▲２１→▲２６と、低水準で

推移する見込みです。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種について４～６月期の実

績をみると、建設業は、受注低迷による操業度

の低下等により▲２５となりました。７～９月期

以降は▲１６→▲１５と、先行き幾分厳しさが和ら

ぐ見込みです。卸売業及び小売業は、物価上昇

により売上はやや上昇しているものの、仕入れ

価格の上昇分を賄えておらず採算は悪化してい

ます。そのため、４～６月期以降、それぞれ▲

１５→▲２１→▲１８、▲９→▲１３→▲２５と、共に低

水準で推移する見込みです。運輸・倉庫業は、

４～６月期実績では▲１４となっていますが、今

後、原油価格高騰等による更なる採算悪化を見

込んでおり、７～９月期以降▲３６→▲４３と、先

行き厳しさが増す見込みです。ホテル・旅館業

では、４～６月期以降▲５０→▲６７→▲５０と、宿

泊客の減少による稼働率の悪化等により、非常

に厳しい状態が続く見込みです。

２．熊本県内企業の景況感

熊本県内企業では、製造業の化学・石油製品

や電子部品・電気機械等、非製造業の建設業や

卸売業でプラス実績となる一方、生コンや一般

機械、小売業、不動産業等で大幅なマイナス実

績となるなど、業種間で明暗が分かれる結果と

なった。

熊本県内企業の景況感を、業況ＢＳＩを基に

みると、全産業ベースで４～６月期実績▲１０と

なりました。

製造業と非製造業とに分けてみると、製造業

は同▲６となりました。製造業を業種別にみる

と、化学・石油製品や電子部品・電気機械の他、

高操業が続く輸送用機械では大幅なプラス実績

となっています。しかし、生コンをはじめ、一

般機械や金属製品などのマイナス幅が大きく、

製造業全体では小幅ながらマイナス実績となっ

ています。

一方、非製造業は、同▲１３となりました。非

製造業を業種別にみると、卸売業で大幅なプラ

ス実績となった他、建設業でもプラス実績と

なっています。しかし、小売業、ホテル・旅館

業、サービス業のマイナス幅が大きく、非製造

業全体ではマイナス実績となっています。

先行きの景況感については、プラス実績の業

種が大幅に減少し、製造業で４～６月期以降▲

６→▲２６→▲２２、非製造業で同▲１３→▲２５→▲

３５と、製造業、非製造業共に大幅に悪化する見

福岡県内企業の業種別業況ＢＳＩの状況
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込みです。そのため、全産業ベースでも同▲１０

→▲２５→▲２９と大幅に悪化する見込みです。

このように、４～６月期における県内企業の

景況感は、製造業、非製造業ともにマイナス実

績となりましたが、両業種を構成するそれぞれ

の各業種間では実績水準に大きな格差がみられ

ました。また、７～９月期以降については、製

造業、非製造業に関わらずマイナス幅が拡大も

しくはマイナスへ転じる業種が増加する見込み

であり、全産業ベースの景況感は、先行き多く

の業種に減速感が広がるとともに、一層厳しさ

が増すものと判断されます。

業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種について４～６月期の実績

をみると、化学・石油製品は８０となっており、

原油価格高騰分の価格転嫁が進み売上高も高水

準にあります。７～９月期以降は４０→２０と、先

行きプラス幅が縮小する見込みです。電子部

品・電気機械は、売上高の増加等により５０と

なっています。しかし、７～９月期以降▲２５→

▲５０と、受注量の減少や過剰在庫による資金繰

りの逼迫等により大きくマイナス幅が拡大する

見込みです。輸送用機械は３８となりましたが、

７～９月期以降は▲２５→▲３８と、受注量の減少

により操業度も低下し、伴ってマイナス幅も拡

大する見込みです。一般機械は、売上高の減少

等で▲５０と大幅なマイナス実績となりました。

７～９月期以降は▲４２→±０と、受注量の回復

に伴い先行き改善する見込みです。食料品は、

原材料費の高騰による採算悪化等により▲１３と

なっています。７～９月期以降▲２５→▲３８と、

先行き一段と厳しさが増す見込みです。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種について４～６月期の実

績をみると、建設業は１１でプラス実績となりま

した。しかし、７～９月期以降は、売上減少や

材料価格の高騰等により▲１７→▲３３と、マイナ

スへ転じる見込みです。卸売業は、４～６月期

以降５５→±０→±０とプラス実績を維持する一

方、小売業は、仕入れ価格上昇分の小売価格へ

の転嫁が進んでいないことなどから、４～６月

期以降▲６２→▲１５→▲５０と、低水準での推移と

なる見込みです。ホテル・旅館業は、宿泊客の

減少による資金繰りの逼迫等により、４～６月

期以降▲６７→▲８３→▲８０と、先行き非常に厳し

い状態が続く見込みです。サービス業は、原材

料費の高騰の他、雇用過剰による人件費負担の

増加等により▲４０となりました。７～９月期以

降も▲７０→▲６０と、今後さらにマイナス幅が拡

大する見込みです。

熊本県の回答企業の業種別構成

業 種 回答企業数 構成比（％）
製 造 業 ５１ ４１．８

食 料 品 ８ ６．６
化 学 ・ 石 油 製 品 ５ ４．１
生 コ ン ６ ４．９
金 属 製 品 ８ ６．６
一 般 機 械 １２ ９．８
電 子 部 品 ・ 電 気 機 械 ４ ３．３
輸 送 用 機 械 ８ ６．６
非 製 造 業 ７１ ５８．２

建 設 業 １８ １４．８
卸 売 業 １１ ９．０
小 売 業 １３ １０．７
不 動 産 業 ７ ５．７
運 輸 ・ 倉 庫 業 ６ ４．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ６ ４．９
サ ー ビ ス 業 １０ ８．２

合 計 １２２ １００．０

熊本県内企業の業況ＢＳＩの推移
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３．長崎県内企業の景況感

長崎県内企業では、輸送用機械を中心とする

機械関連産業では旺盛な海外需要を背景に好調

だったものの、公共工事の減少が続く建設業や

個人消費の低迷が続く小売業など、非製造業の

多くの業種でマイナス実績となり、非製造業が

全体を押し下げる形となった。

長崎県内企業の景況感を、業況ＢＳＩを基に

みると、全産業ベースで４～６月期実績▲２６（１

～３月期比▲５）と、前回実績と比べて悪化し

ました。

製造業と非製造業とに分けてみると、製造業

は４～６月期実績▲１９（同＋５）と、マイナス幅

が縮小しました。製造業を業種別にみると、鉄

鋼・非鉄や金属製品、輸送用機械などで堅調に

推移した他、一般機械や電気機械でも大きく改

善しプラスへ転じたため、製造業全体の景況感

は改善しました。

一方、非製造業は、漁業と不動産業を除く全

業種でマイナス実績となっており、４～６月期

実績▲２９（同▲９）と、１～３月期と比べて大幅

にマイナス幅が拡大しました。非製造業を業種

別にみると、漁業や不動産業でプラス幅が拡大

したものの、建設業や運輸・倉庫業サービス業

などで大幅に悪化し全体を押し下げたため、非

製造業全体の景況感は悪化しました。

先行きの景況感については、製造業で４～６

月期以降▲１９→▲２３→▲１７、非製造業で同▲２９

→▲３４→▲３０と、製造業、非製造業ともに一進

一退での推移を見込んでおり、全産業ベースで

は同▲２６→▲３０→▲２５と、低水準で推移する見

込みです。

このように、４～６月期における県内企業の

景況感は、製造業で僅かに改善する一方、建設

業や運輸・倉庫業などを中心とした非製造業で

マイナス幅が大きく拡大したため、全産業ベー

スでは１～３月期と比較して悪化しました。７

～９月期以降は、製造業、非製造業ともに一進

一退で推移するものの、業況ＢＳＩの水準その

ものは低く、当面は、回復感に乏しい、厳しい

状態が続くものと判断されます。

長崎県の回答企業の業種別構成

業 種 回答企業数 構成比（％）
製 造 業 １１４ ３２．３

食 料 品 １７ ４．８
繊 維 製 品 ８ ２．３
窯 業 ４ １．１
土 石 ２２ ６．２
鉄 鋼 ・ 非 鉄 ８ ２．３
金 属 製 品 １０ ２．８
一 般 機 械 ７ ２．０
電 気 機 械 ４ １．１
輸 送 用 機 械 １３ ３．７
そ の 他 製 造 業 ２１ ５．９
非 製 造 業 ２３９ ６７．７

漁 業 ８ ２．３
建 設 業 ５７ １６．１
卸 売 業 ４８ １３．６
小 売 業 ４８ １３．６
運 輸 ・ 倉 庫 業 ２５ ７．１
不 動 産 業 ７ ２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 １６ ４．５
サ ー ビ ス 業 ２７ ７．６
そ の 他 非 製 造 業 ３ ０．８

合 計 ３５３ １００．０

熊本県内企業の業種別業況ＢＳＩの状況
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業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種について４～６月期の実績

をみると、輸送用機械は２３（１～３月期比＋２）

と堅調に推移しています。７～９月期以降は３１

→８と、先行き、プラス幅が縮小する見込みで

す。鉄鋼・非鉄は３８（同▲１２）とプラス幅が縮小

したものの、業況が悪いとする企業はなく、好

調さを維持していると判断されます。しかし、

７～９月期以降は▲１３→▲２５と、原材料費の高

騰等により採算が悪化しマイナスへ転じる見込

みです。一般機械は、売上数量の増加及び単価

上昇により１４（同＋３９）と、プラスへ転じました。

７～９月期以降は▲１４→▲２９と、再びマイナス

へ転じる見込みです。電気機械は、売上増加な

どに伴う採算の好転により±０（同＋２５）とマイ

ナス幅が縮小しました。７～９月期以降は▲５０

→５０と、一進一退で推移する見込みです。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種について４～６月期の実

績をみると、建設業は、受注状況の低迷や材料

資材の高騰などにより▲３９（同▲１８）と、大幅に

悪化しました。７～９月期以降も▲４６→▲５１と、

一層厳しさが増す見込みです。小売業は、４～

６月期以降▲３３（同＋６）→▲３８→▲３８と、依然

として厳しい状態が続く見込みです。卸売業は

▲２９（同▲８）とマイナス幅が拡大しました。７

～９月期以降▲３１→▲２１と、低調に推移する見

込みです。運輸・倉庫業は、燃料費の高騰など

により▲４６（同▲３７）と大幅に悪化しマイナスへ

転じました。７～９月期以降は▲３３→▲１７と、

幾分厳しさが和らぐ見込みです。ホテル・旅館

業は、稼働率の悪化や原材料費の高騰などによ

り▲１３（同▲５）となっています。７～９月期以

降は▲４４→▲６と、一進一退で推移する見込み

です。

長崎県内企業の業況ＢＳＩの推移

長崎県内企業の業種別業況ＢＳＩの状況
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わわがが町町ガガイイドドささんんとと行行くく！！新新・・九九州州観観光光「「九九州州ささるるくく」」

「九州さるく」の開催と目的
九州観光推進機構（以下、機構という）では、

まち歩きをテーマにした観光イベント「九州さ
るく」を、昨年に引き続き、本年も１０月～１２月
の期間、九州全県で実施します。
「さるく」とは、九州の様々な地域で使われ
ている「あちこち歩き回る」という意味の方言
で、九州でのまち歩き観光のイメージ定着化を
図るために「九州さるく」と名付けられました。
この名称は２００６年に長崎市を中心に開催され

た日本で初めてのまち歩き博覧会「長崎さるく
博」に由来しています。同博は、テーマごとに
コースを設定し、まちを知り尽くした観光ボラ
ンティアガイドが観光客を案内する手法で、期
間中は観光客が大きく増加し、大成功を収めま
した。機構でも、九州観光の推進に観光ボラン
ティアガイドのこうした活動が不可欠と考え、
この長崎さるく方式を九州全域に広げることと
しました。
九州さるくの開催は、①ボランティアガイド

団体のガイド実践の場を増やすと共にレベル
アップを図る。②観光客にとって参加しやすい
ガイドツアーの仕組みを構築し、利用者数を拡
大する。③ガイドツアーを通じて地域資源を改
めて認知すると共に、地域価値の向上に寄与す
る。④定時ツアー実施団体の拡大と連携を図り、
九州の新たな観光素材として広くＰＲする等を
目的としています。

２００７年度「九州さるく」の成果
機構では、昨年１０～１２月に定時ツ

アーの促進・定着を図るための実証実
験として「九州さるく」を九州全域で
実施しました。九州７県で計７５の観光
ボランティアガイド団体が参加し、延
べ３万３，０００人を超えるお客様を案内
しました。
参加状況をガイド団体別にみると、

最も多かったのが鹿児島県指宿市のガ
イド団体「篤姫観光ガイド」が案内した
「天璋院篤姫ゆかりの地を訪ねて」で、
ＮＨＫ大河ドラマで「篤姫」が放送さ

れることもあって、１万人を超える観光客を受
け入れました。続いて、長崎県長崎市のガイド
団体「長崎さるくガイド」の約６，７００人でした。

２００８年度「九州さるく」の概要
昨年は初めての取り組みで「実証実験」とい

う位置付けでしたが、今年度からは将来的な通
年化、商品化を睨んだ事業として取り組みます。
そのため、１日限りのイベント的なガイドツ
アーは今回の対象外とし、時間とコースを定め
た定時ツアーを継続して実施するものを集めて
います。その結果、今回の参加団体は前回より
少ない５５団体となりましたが、より多くの方が
楽しめる充実した内容となっており、１０月から
１２月までの３ヵ月間、地元を熟知したガイドが
地元の歴史・文化、食、温泉、自然など多彩な
魅力をお客様に伝えます（表）。
今後、まち歩きは都市観光の主流になるであ

ろうと言われており、こうした取り組みを通じ
て、まち歩きという新しい観光スタイルが九州
において根付くと共に、九州の食文化や各種施
設、イベント等と融合することで、九州観光の
魅力向上に寄与していくことを期待します。
※九州さるくの詳細は、九州観光推進機構ホームページ
http:/www.welcomekyushu.jp
問い合せ先 同機構 TEL：０９２‐７５１‐２９４３

（東雲 和宏）

トピックス

２００８年九州さるく参加団体・ツアータイトル事例

県名 団体名 地域名 ツアータイトル

福岡県
北九州市観光案内ボランティア
柳川市観光ボランティアガイドの会
他２団体

北九州市
柳川市

小倉城下町周遊コース
水郷柳川「まち歩き」定時ツアー

佐賀県
佐賀城本丸ボランティア
唐津よかばいガイドの会
他４団体

佐賀市
唐津市

幕末・維新期の佐賀を体感
唐津ん町の石垣浪漫と旧高取邸

長崎県
長崎さるくガイド
雲仙ガイド さるふぁ
他１１団体

長崎市
雲仙市

「ながさき」を歩こう 長崎さるく
地獄のナイトツアー

熊本県
くまもとよかとこ案内人の会
下町惣門会
他９団体

熊本市
山鹿市

新しいくまもとに出会う旅「くまもとさるく」
米米惣門ツアー

大分県
別府八湯語り部の会
天領日田ふれあいガイド
他５団体

別府市
日田市

竹瓦かいわい路地裏散歩
ちょこっといい旅「豆田町散策コース」

宮崎県
宮崎市観光ガイドボランティア協議会
百済の里観光ボランティア協会
他６団体

宮崎市
美郷町

海幸・山幸伝説 青島散歩
百済王伝説探訪ツアー

鹿児島県
鹿児島観光ボランティア
篤姫観光ガイド
他４団体

鹿児島市
指宿市

鹿児島ぶらりまち歩き
天璋院篤姫 ゆかりの地を訪ねて

（出所）九州観光推進機構

20 FFG調査月報 2008年10月



「第８回半導体実装国際ワークショップ」開開催催ののおお知知ららせせ
～半導体関連企業の皆様の取引拡大をサポートいたします～

ふくおかフィナンシャルグループ（以下：Ｆ

ＦＧ）では、九州における重要な産業である半

導体関連産業の振興のため、九州経済調査協会

との共同研究や取引先紹介等の活動を行ってお

ります（共同研究の概要については小報「２００８年

９月号ＶＯＬ．４２９ページ」をご参照ください）。

その取組みの一環として、今年１１月に「第８

回半導体実装国際ワークショップ（以下：ＭＡ

Ｐ２００８）」を九州経済調査協会等と主催し、Ｆ

ＦＧのお取引先企業を対象とした個別商談を

セッティングするなど、地場半導体関連企業の

皆様の取引拡大をサポートいたします。

※ＭＡＰについて

【本件に関するお問合せ先】

ふくおかフィナンシャルグループ 営業企画部 花谷（はなたに）・渡辺（わたなべ） TEL：０９２‐７２３‐２５７６

九州経済調査協会 ＭＡＰ２００８実行委員会事務局 中川（なかがわ）・岡野（おかの） TEL：０９２‐７２１‐４９０５

ＦＦＧニュース

開催日時 平成２０年１１月２６日�～２８日�

会場
ＪＡＬリゾート シーホークホテル福岡
（〒８１０‐８６５０ 福岡市中央区地行浜２‐２‐３）

開
催
内
容

�個別商談会 事前アンケートに基づいて、ＭＡＰ出展企業やＭＡＰ出展企業以外の半導体企業との個別商談を
セッティングいたします。

�ポスター展示 個別商談会に加え、ＭＡＰ会場内にポスターを展示いただくことにより、来場者に対して幅広い
ＰＲができます。

このほか、セミナー・懇親会・工場視察等の各種イベントも実施いたします。

【商談会実績】

参加者数 出展企業数 商談件数
成約見込

２００３ ２５６人 ３３社 ２８９件 １１１件

０４ ２２０人 ４２社 ７８０件 ２３１件

０５ ３３５人 ５２社 ３８２件 ８６件

０６ ４１４人 ４２社 ２５２件 ６１件

０７ ４６５人 ４６社 ２８４件 ４５件

０８（見込） ５００人 ４０社 ―― ――

【ＭＡＰ２００８開催概要】

※参加料等の詳細に関しましては、ＦＦＧ各行のホームページ等でご案内いたします。

【ＭＡＰのロゴ】

世界最大の半導体市場・生産地域であるアジア地域と、７００社以上集積している九
州の半導体関連企業とのビジネスネットワーク構築等を目的に、２００１年から開催さ
れ、現在では海外を含めた九州内外の半導体業界関係者に広く認知されている半導
体ビジネスワークショップです。
（ＭＡＰ２００８の詳細についてはホームページ（http://map-and-rts.com/blog/）をご参照
ください。）

【商談会場】
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大阪鋼管様は１９２１年に
創業以来、常に技術力の向
上に挑戦を続ける鋼管メー
カーです。
坂根社長は「最も優れた
商品をお客様にお届けす
る。」という熱い信念のも
と、お客様にとっての「世
界一の鋼管メーカー」を目
指しておられます。

大阪鋼管様は「鉄を尊び
鉄と共に栄ゆ」を社是とさ
れ、時代のニーズにあった
製品造りを続けてこられま
した。本業以外では、不動
産賃貸事業や女性専用
フィットネスクラブ運営な
ど、新分野参入にも積極的
に取組まれ、今後益々の発
展を確信しております。

私の「経営理念」

当社の社是は「鉄を尊び鉄と共に栄

ゆ」です。鉄は文明発展の尺度であり、

時代の要請に応えて進化を続けていく

ものだと考えています。

我が社の初代社長は創業前の１９０２

年にドイツで鋼管技術を身につけて帰

国し、我が国で初めて「引抜鋼管」の

製造を始め、この画期的な技術は国の

近代化に寄与しました。

私は社長に就任して以来、「人生有

意義でありたい」という言葉を胸に仕

事に邁進してきました。人生の３分の

１を占める仕事において、持てる力を

最大限に発揮し、社会の発展と従業員

の充実した人生を支える存在でありた

いと考えています。

また、新しい発想とベンチャー精神

を忘れることはありません。旧本社敷

地での不動産賃貸事業や、女性専用の

フィットネスクラブの運営など次世代

に向けた新しい事業にも積極的にチャ

レンジしています。

これからも、環境の変化に対応し、

常に先取りの精神で地歩を固め、着実

な発展を続け業界の雄を目指していき

ます。

当社の「セールスポイント」

当社の主力事業は、高炉メーカーか
ら材料管を仕入れ、それに引抜加工を
施し販売する事業です。販売先はボイ
ラーや石油プラントなど特殊なパイプ
を必要とするメーカーで、全国各地か
ら注文をいただいています。
私どもの強みは製造品質の高さと短
納期の実現です。ＩＳＯ９００１、ＪＩＳ
表示許可、各船級協会の認定を受けて
おり、製造から検査まで徹底した品質
管理を行っています。
また、お客様が急に商品が必要に
なった場合、我が社の豊富な在庫力と
臨機応変な対応力により、通常では考

えられないほどの短納期を実現いたし
ます。故障による急な修理など、お客
様がトラブルに陥った時こそ、お客様
の機会損失を最小限にすべく素早い対
応をさせていただいています。
さらに、住友金属工業と資本提携を
結んでいることも私どもの強みです。
世界の鋼材需要拡大により鋼材の品薄
感が高まるなかで、当社は安定的な仕
入れを実現しています。我々はメー
カー機能と並んで、商社としての２つ
目の顔を持っており、保有する鋼管在
庫は１万トンと九州最大規模を誇りま
す。
これからもお客様と社会のために弛
まぬ努力を続けてまいります。

h e a r i n g . 0 1

事｜業｜概｜要

会 社 名／大阪鋼管 株式会社
所 在 地／長崎県佐世保市針尾北町８１３番地１
事業内容／冷間引抜鋼管製造事業、商事品販売事業、

プレハブ配管加工事業、不動産賃貸事業
設 立／１９３３年１２月（創業 １９２１年７月）
資 本 金／１億円

従業員数／１２８名
年 商／１２５億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９５６‐５８‐５６１１
Ｆ Ａ Ｘ／０９５６‐５８‐５６３８
Ｕ Ｒ Ｌ／www.osaka-kokan.co.jp

代表取締役社長

坂根 康伸氏

大阪鋼管 株式会社

推薦者コメント

親和銀行本店営業部
上条部長コメント

推薦者コメント

福岡銀行佐世保支店
福井支店長コメント
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熊本大同青果様は、青果
物の荷受業として効率的な
仕入システムを構築し、豊
富な商品の提供を実現して
います。
月田社長の経営理念であ
る「全従業員の物心両面の
幸福が同時に地域社会に貢
献すること」をもとに日々
変化を求め、活気に満ちた
企業です。

私の「経営理念」

私の経営理念は、全従業員の物心両
面の幸福を追求すると同時に地域社会
の発展に貢献することです。
そして、この経営理念を自身の行動
の判断基準とするよう社員に対し常々
言い聞かせています。しかし、それは
自らの幸せを追求し私利私欲に走るこ
ととは全く意を異にします。
私どもの業務である卸売市場の運営
は、生産者や消費者の皆様の存在が
あってこそ成り立つのであり、その
方々に満足していただけることで、結
果として、私どもの物心両面の幸福が
実現されるのです。

したがって、生産者と消費者との間
に立つ代理人として、生産者から届け
られた商品を適正な価格で販売し、か
つ、消費者の食に対する選択肢の幅を
守るために、野菜や果物の「安定した
量と価格」の確保に努めています。
さらに、農薬や化学肥料を抑えた農
産物の生産を通じ、生産者と小売店の
活性化と地産地消の促進にも取り組ん
でおり、ひいては地域社会への貢献に
繋がるものと確信しています。
よく企業は「人、物、金」と言われ
ますが、私は「人、人、人」の経営を
今後も貫き、全社員一丸となって地域
に必要とされる企業（市場）を目指して
いく所存です。

当社の「セールスポイント」

当社は、九州でトップ３のシェアを
誇る青果市場として、豊富な品揃えと
絶対量を確保し提供しつつ、安全・安
心な野菜作りにも取り組んでいます。
原油や原材料費の高騰に伴い、生産
物の価格も高騰していますが、当社で
は野菜を安定して供給するという使命
の下、採算割れであっても必要に応じ
品揃えと絶対量を確保しています。
一方、食に対する安心・安全が見直
される中、熊本県が策定した化学合成
資材使用基準（慣行レベル）をさらに５
割以下に削減した環境に優しく安全で
美味しいオリジナル野菜「お野菜百

科」の生産にも取り組んでいます。
また、販売店に対しては、他商品と
の差別化を図るため、栄養価の記載や
陳列等の指導、野菜ソムリエ資格者の
社員の派遣なども行い「お野菜百科」
の普及に努めています。
さらに、消費者に対して、農地の貸
出しや野菜の種の提供、栽培指導等を
行うことで、消費者自らの食生活への
意識を高めるとともに、家庭から直接
生の声（ニーズ）を汲み上げています。
今後は一歩踏み込み、安心・安全な
生産物の提供はもちろん、仲卸、小売
のお客様が販売に集中できる簡単で効
率的な仕入れシステムやサービスを構
築し提供してまいります。

h e a r i n g . 0 2

事｜業｜概｜要

会 社 名／熊本大同青果 株式会社

所 在 地／熊本県熊本市田崎町４８４

事業内容／卸売市場の運営・冷蔵倉庫業

設 立／１９６１年３月

資 本 金／３，０００万円

従業員数／１０８名

年 商／２５０億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐３２３‐２５００

Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐３２３‐２５０３

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.oyasai.ne.jp/

代表取締役社長
つき だ く に たか

月田 求仁敬氏

熊本大同青果 株式会社

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行田崎支店
植村支店長コメント
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「誠実さ」を基本姿勢と
し、品質管理の徹底と顧客
ニーズを捉えたサービスの
提供に取り組まれている西
川社長。西川社長そして㈱
大宮様が、長く地域に愛さ
れる所以は、まさにそこに
あると思います。今後も
益々発展されることを確信
しています。

h e a r i n g . 0 3

私の「経営理念」

私の経営理念は、「誠実さ」を基本
に、消費者の皆様や仕入先の方々など、
当社に携わる多くの方々との信頼関係
を築き、地域に必要とされる企業とな
ることです。
スーパーマーケットの役割は、地域
のお客様に毎日の生活に必要な食材と
生活雑貨を提供することであり、毎日
の食材だからこそ、その品質にこだわ
るのは当然の使命であると私は考えま
す。
そのため、お客様に「安全」な商品
を「安心」してお買い上げ頂けるよう
に、品質面に対する一切の妥協を許さ

ず、徹底した品質管理と正確な品質表
示に誠実かつ真摯に取り組んでまいり
ました。
また、仕入先様に対しても、立場に
驕らず常に公明正大な心で品格のある
言動に徹している他、社員や社員の家
族に対しても、誠意を持って接し、信
頼関係に立った会社経営に努めていま
す。
さらに、地域社会との強固な信頼関
係を構築するため、地域行事や学生の
スポーツ活動の協賛などにもできる限
り協力しています。
これからも、変わらぬ「誠実さ」で、
より地域に密着した経営を実践してい
く所存です。

当社の「セールスポイント」

当社は、スーパーマーケット及び回
転寿司（しーじゃっく）の２つの事業に
おいて、品質と味に徹底的にこだわっ
た食品を提供しています。
鮮度と品質の追求から、肉・魚・野
菜の生鮮３品は、各担当者が毎朝市場
から直接仕入れている他、売場と直結
した作業場で調理するインストア方式
を実践し、閉店まで高品質の食品をお
客様に提供しています。
また、毎日の食卓に欠かせない「米」
には特にこだわっており、当社自慢の
無洗化精米機により「うまみ層」だけ
を１００％残した白米を精米し、販売し

ている他、契約農家を通じ健康志向米
「カルゲン米」の生産・販売なども
行っています。
そして、このこだわりの生鮮品や米
を、弊社のもう一つの事業である回転
寿司でも利用しており、お客様から好
評を頂いております。
そうした中、昨今では高齢者のお客
様向けに、必要に応じて商品の宅配
サービスを行うなど、地元スーパーな
らではの木目細かなサービスにも取り
組んでいます。
今後も、新鮮で美味しいものを、お
求めやすくお届けするとともに、高齢
化など地域情勢を見据えたビジネスモ
デルを構築してまいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 大宮

所 在 地／長崎県佐世保市天神町１２０１番地

事業内容／食品スーパー、回転寿司

設 立／１９５２年３月

資 本 金／２，０００万円

従業員数／２５０名（パート社員含む）

年 商／２９億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９５６‐３４‐３４３４

Ｆ Ａ Ｘ／０９５６‐３４‐３４３５

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.oomiyastore.jp/

代表取締役

西川 正美氏

推薦者コメント

親和銀行大宮支店
山本支店長コメント

株式会社 大宮
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中国のインターネットショッピングREPORT

はじめに

北京オリンピックが終わり、今後の経済の成

り行きが世界の注目を浴びている中国ですが、

様々なコストが高騰している都市部では低コス

トでの起業が可能な無店舗型ビジネスが増加し

てきています。今回は、無店舗型ビジネスを代

表するインターネットショッピングの中国事情

についてレポートします。

ネットショップの歴史と現在の状況

中国におけるインターネットショッピングは

１９９８年にスタートしました。２００５年から０６年に

かけて都市部を中心に急速に普及し、現在も拡

大の一途をたどっています。利用率が高い地区

は、早くから経済の改革開放が進められた沿岸

都市に集中しており、その中でも利用者数・消

費金額ともに上海がトップとなっています。購

入商品は、男性が携帯電話やパソコン関連機器、

女性では化粧品や洋服・装飾品などが上位を占

めています。

中国インターネット情報センターによれば、

０８年上半期（６カ月間）のインターネット接続者

は２．５３億人にのぼり、アメリカを抜き世界一の

ネット接続大国になりました。

また、０７年のネットショッピング利用者数は

４，６４１万人でしたが、今年１～６月だけで利用

者数は６，３２９万人になったとの統計も出ていま

す。

最近のネットショッピング拡大の要因は、中

国の一人当たり可処分所得の増加により、パソ

コンが一般家庭へ普及したこと、また安心でき

るショッピングサイトが出現したことにありま

す。以前の上海の話ですが、上海市民が買い物

をする際には、商品説明をじっくり聞いて品質

を確かめ、知人からも情報を集め、最低３店舗

は回って金額を確かめ、やっと購入するという

話があります。しかし、現在の上海では、若い

人たちを中心にネットショッピングを行う人が

急増しています。商品の情報を確認するために

大混雑する繁華街に出かけ、多大な労力を必要

とするショッピングから、自宅で簡単に情報を

集め、商品の配送サービスまで受けられるネッ

トショッピングへと変化してきているようです。

海外リポート

図１ ２００７年度の中国のインターネットショッピング利用者数

（出所）北京正望諮詢及び中国互聯網絡信息中心のホームページより
ふくおかフィナンシャルグループ作成

図２ 中国４大都市におけるネットショッピング金額

（出所）北京正望諮詢及び中国互聯網絡信息中心のホームページより
ふくおかフィナンシャルグループ作成休日には大混雑する繁華街（上海淮海路）
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アリペイ�

買い手� 売り手�

①� ②�

④� ⑤�

③�

①買い手がアリペイへ代金を入金�
②売り手はアリペイの残高を確認�
③売り手は商品を発送�
④買い手は商品受け取り後、アリペイに支払指示�
⑤売り手はアリペイから代金を受け取る�

図３ アリペイによる商品と代金の流れ

中国のネットショッピングサイト
中国においてよく利用されるショッピングサ

イトは大きく３つに分類されます。

�「BtoB」商取引に特化したサイト
BtoBとは、電子商取引用語で Business to

Businessの略で、企業と企業との間で取り交わ
される取引です。

BtoBサイトでは「アリババ（阿里巴巴）」が
最も有名です。アリババでは、買い手が調達し
たい製品、売り手が提供可能な製品を相互に掲
載し、ビジネスマッチングを行うことが可能で
す。９９年のアリババ開設以降、世界規模で取り
扱いが増加し、現在のユーザー登録数は約３，０００
万に拡大しています。もちろん日本語サイトも
ありますので、日中間の取引も可能です。

�「BtoC」商取引に特化したサイト
BtoCとは、Business to Consumerの略で企業

と一般消費者との間で取り交わされる取引です。
こちらのサイトは、日本の「楽天」サイトのよ
うなイメージになります。

BtoCサイトは、「当当網」など数多くのサイ
トが乱立している状況です。

�「CtoC」商取引に特化したサイト
CtoCとは、Consumer to Consumerの略で一

般消費者間で取り交わされる取引です。こちら
のサイトは、日本の「YAHOO！オークション」
サイトのイメージになります。個人から購入す
る場合はリスクが高いイメージがありますが、
中国では安く購入できるメリットのほうが重視
されており、人気を博しています。

CtoCサイトでは、「タオバオ（淘宝網）」が最
も有名です。現在の購入サイト利用率では、タ
オバオが８１．５％を占めています。タオバオ人気
の理由は、代金支払の安心さにあるようです。
ネット売買を行う際、売り手が第一に注意する
点は商品を送付したが代金が届かないことです。
一方、買い手が注意する点は実際に代金を支
払ったが商品が届かないことですが、タオバオ
では決済を安全かつ円滑に行うために「アリペ
イ（支付宝）」という電子マネー決済サービスを

提供しています。
アリペイ利用による決済の流れは以下の通り

になります。

現在の中国のネットショッピングでの代金支
払は７３．１％が電子マネー決済で、うち７６．２％が
アリペイを利用しています。なお、タオバオも
アリペイもアリババの傘下企業です。

日系企業の参入状況
今年８月１８日、日本郵政グループの郵便事業

�は中国向けインターネットショッピングモー
ル「JapaNavi（日本の蔵）」を開設しました。
JapaNaviは、複数の日本企業が出店し、中国の
一般消費者がサイトを通じて商品を注文し、国
際クレジットカードで商品代金を決済する
BtoCサイトです。
商品は、国際郵便の EMSを利用して中国の

購入者へダイレクトに届けられます。サイト内
の言語は中国語と日本語で表示されており、中
国駐在の日本人も簡単に購入することができま
す。現在、出店中の企業は、「サンリオ」、「ワー
ルド」、「田崎真珠」、釣り具の「ダイワ」、「シ
マノ」などです。JapaNaviは今後、中国での需
要を見極めながら、段階的にモールに出店する
企業や品揃えを増やし、日本商品やブランドの
販売環境の向上を図る方針のようです。
また、今年５月にはソフトバンクがアリババ

日本法人に出資を行いました。これにより、ア
リババが持つ電子商取引のノウハウや圧倒的な
会員数・登録商品数と、ソフトバンクが持つ日
本国内でのネット分野の多様な経験を生かして、
日本企業のニーズに合わせたサービス提供と更

海外リポート
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表１ 主なインターネットサイト一覧

（出所）各インターネットサイトよりふくおかフィナンシャルグループ作成

サイト名 URL 会員数

アリババ
（阿里巴巴） http://china.alibaba.com/ ３，０００万人

当当網 http://www.dangdang.com/ ４，０００万人

タオバオ
（淘宝網） http://www.taobao.com/ ３，９９０万人

アリペイ
（支付宝） http://www.alipay.com/ ４，３５０万人

JapaNavi
（日本の蔵） https://japanavi.post.japanpost.jp/pg/index.axl －

ネット注文が可能なスーパー（上海市内）

ネットで購入した商品

なる利便性の向上が見込めるようになりました。
本年度中にも中国をはじめとする海外企業との
取引を検討中の日本国内中堅・中小企業向けの
新サービス開発や展示会への出展等のマーケ
ティング活動強化を図る方針のようです。

実際の体験
中国のスーパーでもネットショッピングを開

始するところが増えています。主に外国人がよ
く利用するスーパーで筆者自らがネットショッ
ピングを利用してみましたのでご紹介いたしま
す。

外国人がよく利用するため、ホームページに
は中国語だけではなく、英語と日本語でも表示
されています。ネットでの購入・宅配登録は非
常に簡単で、スムーズに登録することができま
した。宅配は上海市内であれば、午前中のネッ
ト登録で当日午後に到着、午後の登録で翌日に
到着します。ただし、上海の中心部であれば、
もう少し早く到着するようです。宅配条件は合
計１００元（約１，６００円）以上ということでした。
今回は、ネット登録を午後３時に行いました。

受取場所はスーパーから車で約２０分の場所でし

たので、商品は当日に到着するかと思いました
が、翌日正午に到着しました。商品受取りと同
時に現金を支払い、今回のネットショッピング
はすべて完了しました。
商品の配送は予想より遅れましたが、ネット

上の購入の流れもスムーズでわかりやすく、重
い商品を抱えて帰ってくることを考えれば、今
回のネットショッピングは満足できました。

まとめ
インターネットショッピングの普及につれて、

中国でも詐欺や品質トラブルが増えてきていま
す。トラブルを回避するためには以下の点に注
意することが必要です。

�周知されているサイトを選択した上で、
安全な支払サービスを利用する。

�購入時の電子メールなどを記録し保存す
る（権益維持の証明書類になる）。

�商品を受け取る際、保証証明書等がある
か確認し、レシートを受け取る。

�万一、品質トラブルがあった場合、居住
地の消費者協会または工商管理機構に訴

え、協力してもらう。

�詐欺の場合、直ちに公安機関に届け出る。

マスターカードによれば、１０年には、中国の
ネットショッピング利用者は４．８億人にもなり、
金額でも日本を抜きアジア太平洋地区で最大の
ネットショッピング市場になると予想されてい
ます。中国政府は、第３次産業を大きく発展さ
せる産業振興策を採用しており、日本企業に
とっても中国でのネットショッピング事業を検
討する余地がありそうです。 （守部 直文）
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表１ 「労働契約法」の主なポイント
労働契約法の主なポイント 内 容

無固定期間労働契約の促進化

労使双方が合意する他、�１０年連続して勤続
する場合、�２回の固定期間労働契約後、再
度労働契約を結ぶ場合には、企業は無固定期
間労働契約を結ばなければなりません。

労働契約関係の管理強化

業務内容等明確にした上で労働契約を締結す
ることが企業に義務づけられました。また社
会保険の加入等労働環境の整備も義務づけら
れています。

社内規則制度の管理強化
企業に対し、社内の規則制度を確立し、労働
者に周知することが義務づけられました。

雇用環境・規則・制度への
労働者の民主的参加促進

労働者の解雇・規則制度の変更に際し、労働
組合の関与が認めることとなりました。

経済補償金の拡充
固定期間満了時の労働者に経済補償金を支払
うことが企業に対し義務づけられました。

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

２００８年１月１日より中国で「労働契約法」
が施行されました。この法律の施行により、
中国国内の労働環境に変化が起きております。
本トピックスでは「労働契約法」の内容及び
中国国内の日本企業の動きについて紹介いた
します。

「労働契約法」とは
「労働契約法」は９８条の条文からなり、１９９５
年１月に施行された「労働法」に代わって、
労使間の契約に関する法律です（主なポイン
トについては表１参照）。
制定の背景として、中国政府が目指す「和

諧社会（＝調和のとれた社会）」の実現があり、
社会的弱者である労働者を積極的に保護・救
済していこうという意図が伺えます。

無固定期間労働契約
無固定期間労働契約とは、期間の定めのな

い終身雇用の労働契約です。一定の条件の下
で、企業は労働者と無固定期間労働契約を締
結しなければならなくなりました。中国では
１～３年程度の労働契約を締結し、企業側の
都合により契約の更新や終了を行うという形
態が一般的だったことを考えると大きな変更
です。
また「無固定期間労働契約＝解雇できな

い」とのイメージが伴いますが、同法第３９条・
４０条に規則・制度に違反した労働者を解雇で
きる旨の規定もあります。就業規則を明確に

規定し、労働者に確認のサインを求める等周
知徹底することがポイントのようです。

中国に進出している日本企業の動き
同法施行を契機として、１～３年程度の労

働契約から３～５年の契約に切替える動きが
でてきています。また労働者の勤務態度や個
人の能力・業績を重視し給与に反映させる成
果主義を導入し、優良な労働者の確保に動く
企業もあります。日系企業の多くは、同法施
行による労働コストの上昇より、「優良な労
働力の確保」に重点を置くようになりました。
一方、これまで日本への輸出を中心に行っ

ていた日系企業の中には、中国国内への販売
を強化しようとしている企業も増えてきまし
た。人民元の切り上げ・輸出時の税金還付引
下げも要因ですが、経済成長による所得水準
の向上や、中国国内の労働環境改善による購
買力増加により、中国がより有望な市場に
なってきたことが大きな要因といえます。

最後に
今年５月に「労働契約法実施条例（草案）」

が公布され、中国政府は国民の意見を基に「労
働契約法実施条例」をこの秋にも公布する予
定です。その内容によっては、今までの解釈
が変更される可能性もあるため、引続き「労
働契約法」に注目していく必要があるようで
す。

（上海駐在員事務所トレーニー 臼井 友二）

海外トピックス

中国の労働契約法

工場での労働風景

28 FFG調査月報 2008年10月



経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．６ １０６．９ １．３ １０７．６ ２．１ １０３．１ １．０ ▲６．６ １６．２ １０．４ １０，９８２ ▲２．９ １３，２７７ ５４．２

７ １０７．０ ３．１ １０６．８ ２．９ １０３．６ １．８ １０．６ １１．７ １６．７ １０，７２３ ▲４．０ ７，０７５ ▲１８．５
８ １０９．７ ４．６ １１０．１ ４．７ １０３．７ ２．１ ▲６．１ １４．６ ５．８ ９，８４２ ▲５．１ ５，４５３ ▲４０．２
９ １０７．９ ０．２ １０８．４ １．０ １０４．２ ２．４ ▲４．８ ６．３ ▲３．０ １１，１１６ ▲１２．１ ４，５２０ ▲４７．８
１０ １１０．０ ５．３ １１０．１ ６．３ １０４．９ １．８ ８．７ １３．８ ８．７ １１，７４２ ▲３．２ ６，１２３ ▲２９．６
１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０
１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８

２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４
２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．５ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．５ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ８．０ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．６ １２１，１４９ ６．０ ▲７．１ １３．１ ８．２ １０３．９ １．８ １００．２ ▲０．２ １７，３６７ １．９ ２４６，６８７ ▲９．４

７ ８１，７１４ ▲２３．４ ▲２６．０ ▲２５．３ ▲２０．６ １０４．６ １．９ １００．１ ０．０ １８，６１３ ▲２．５ ２４４，２４１ ▲８．５
８ ６３，０７６ ▲４３．３ ▲３１．０ ▲４６．６ ▲５２．０ １０４．６ １．６ １００．６ ▲０．２ １６，６９３ １．７ １９０，１３１ ０．９
９ ６３，０１８ ▲４４．０ ▲２１．６ ▲５１．３ ▲５５．６ １０４．５ １．３ １００．６ ▲０．２ １５，９２７ ▲０．２ ２８５，０４５ ▲４．９
１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ▲８．０ ▲４０．２ ▲５０．２ １０４．８ ２．０ １００．９ ０．３ １７，１６１ ▲０．１ ２３３，２９４ ５．５
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２

２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．６ ３．０ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５
２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．１ ３．５ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．５ ３．９ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．７ ４．７ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．８ ５．７ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．６ １２５，９５６ ▲５．１ ６０７，０８８ ７．４ ３００，１９０ ▲０．６ １．０７ ３．７ １，１８５ ６．７ ５４，２６９ ２．０ ４１，０８６ ０．６

７ １１３，１７７ ▲１１．９ ４８９，６８９ ▲４．５ ３２１，８７６ ０．４ １．０６ ３．６ １，２１５ １５．６ ５４，２２９ ２．７ ４０，９５４ ０．０
８ ８７，０９２ ▲７．９ ３９３，４８６ ▲２．８ ３２４，８７６ ３．４ １．０５ ３．８ １，２０３ ２．９ ５３，９７３ ２．３ ４１，０７０ ０．２
９ １３０，３６１ ▲５．４ ３６２，８２９ ０．２ ３１１，３３１ ５．３ １．０４ ４．０ １，０４７ １．７ ５４，１２５ ２．２ ４１，２６９ ０．０
１０ １０１，８５７ ▲７．８ ３９６，５３０ ０．２ ３２６，７３７ ２．４ １．０２ ３．９ １，２６０ ８．１ ５３，９４３ ２．６ ４０，９１１ ０．１
１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２
１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５

２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９
２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着

工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０１．５ ▲１．６ ９７．２ ▲４．５ ８５．７ ▲４．８ １１１．８ ３．１ １５２．３ ０．５ １０６．０ ▲１．２ ８９．９ １．９
２００６年 １０３．４ １．９ ９９．４ ２．３ ９３．７ ９．３ １０７．１ ▲４．２ １６３．９ ７．６ １０８．５ ２．４ １０２．０ １３．５
２００７年 １０３．３ ▲０．１ １０３．４ ４．０ ９９．１ ５．８ １０９．０ １．８ １７２．２ ５．１ １０９．１ ０．５ １０５．３ ３．３
２００７．６ １００．０ ▲６．２ ９９．２ ０．６ １１０．２ １４．７ １０６．２ ▲１．０ １５５．７ ▲５．７ １０４．２ ▲６．３ １０６．３ ３．０

７ １０１．３ ２．２ １１０．３ ９．２ １０１．２ ８．３ １０７．０ ３．０ １５２．８ ▲５．３ １０４．９ １．０ １００．７ ▲５．８
８ １０５．８ ６．１ １０５．３ ４．８ ９７．６ ３．３ １０６．４ ６．０ １９５．３ １６．３ １１４．７ ▲８９．４ １０５．０ １．４
９ １０３．５ ▲１．６ １０５．０ ４．７ ９６．５ ２．５ １１４．７ １２．４ １８１．８ ７．４ １１０．４ ▲０．９ １０７．３ ５．６
１０ １０９．７ ４．１ １０２．１ ▲４．２ １０４．５ ５．４ １１６．０ １１．０ ２０９．４ ２２．９ １１６．４ ４．１ １１１．８ １１．９
１１ １０８．０ ３．４ １０３．３ １．４ １０６．３ １１．３ １０８．７ ▲１．１ ２１０．４ ２６．３ １１５．９ ６．４ １０４．２ ０．６
１２ １０６．８ １．７ １０５．５ ２．７ １０３．８ ７．０ １０７．８ ▲５．４ ２０５．１ ２１．８ １１４．８ ４．０ １１１．４ ８．２

２００８．１ １０５．３ ２．３ １０３．７ ０．０ １１２．２ １８．７ １０６．１ ▲４．１ １９６．６ ２２．１ １１４．６ ６．３ １０７．０ ６．４
２ １１０．４ ８．８ １０４．８ ２．１ １０８．９ １５．８ １１１．９ ５．３ ２０９．１ ３２．４ １１９．５ １１．７ １０３．５ ２．６
３ １１０．２ ８．０ ９９．３ ▲３．１ ９５．１ １２．９ １２８．８ １８．７ １８６．８ １９．８ １１４．９ ８．１ １１１．４ ５．４
４ １０６．９ ６．９ １０４．４ ２．４ １１２．３ ９．０ １１８．２ ７．６ １８０．０ ２７．０ １１２．８ ８．８ １１０．１ ６．７
５ １０８．６ １１．２ １０２．８ ２．２ ９６．７ ０．８ １１４．３ ７．３ ２０２．８ ４８．３ １１６．１ １４．５ １０３．２ ▲４．１
６ １０７．２ ７．０ １００．０ ０．７ １０９．９ ０．０ １０３．１ ▲２．７ １９１．２ ２２．５ １１２．４ ７．５ １１０．３ ４．０
７

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．６ １８．１ １８．２ ２６３ ▲２０．８ ７０７ ９６．８ ５，９８５ ２．７ ▲９．６ １６．２ ▲１９．４ １００．０ ▲０．５ ５６，１６４ ３．５

７ １４．２ ２０．７ ３２２ ▲１５．５ ２０６ ▲１３．４ ２，８１１ ▲２１．８ ▲２０．３ ▲１１．０ ▲４５．７ ９９．８ ▲０．３ ６５，５９５ ▲３．１
８ １５．０ ９．５ ２９８ ▲２０．０ １１９ ▲４３．９ ２，４３６ ▲４１．２ ▲１５．４ ▲４９．７ ▲４８．４ １００．４ ▲０．４ ５５，８４８ １．４
９ ２３．３ ０．４ ３６８ ▲０．１ ３１５ ▲３４．５ ２，２２７ ▲５８．７ ▲２１．６ ▲６５．９ ▲７２．７ １００．３ ▲０．５ ５２，２１５ ▲０．５
１０ １６．３ ８．９ ４４６ ▲１０．６ １４６ ▲４８．６ ２，７３３ ▲５６．８ ８．２ ▲６４．７ ▲７７．９ １００．６ ０．１ ５６，４７４ ▲１．９
１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４
１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４

２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５
２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．６ ９，０９３ ▲８．２ ４，８２３ ▲７．３ ４７４，１１９ ▲４．７ ２５９，２８９ ▲９．２ ０．９０ ４３ ▲８．５ １７０，５８３ ２．３ １３１，０１１ ０．１

７ ９，２２８ ▲７．８ ４，７９１ ▲１０．２ ４２８，７１６ ▲２９．８ ３１５，４７９ ９．９ ０．９０ ４８ ９．１ １６７，８５４ １．２ １３１，５６９ ０．５
８ ７，５８３ ２．２ ３，４１３ ▲１４．８ ３３０，２１３ ▲１５．９ ３３８，１３４ ６．８ ０．８６ ３７ ５．７ １６７，７３７ １．１ １３１，２９８ ０．６
９ １０，３６０ ▲４．３ ５，２２５ ▲８．８ ３２４，６２３ １．９ ３０７，０３１ ０．６ ０．８３ ４６ ２．２ １６９，０２４ ２．１ １３２，５４４ １．０
１０ ８，７００ ８．２ ３，９６６ ▲１．８ ３８７，４８２ ６．４ ３５１，４０８ ２．３ ０．７９ ４４ ２５．７ １６７，５４９ １．１ １３１，２４５ ０．１
１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５
１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０

２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１
２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明はＰ２９の注釈参照。
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経済指標｜熊本のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．６ １０６．７ ▲８．１ １１４．３ ２．２ ７５．３ ▲１９．３ １２１．１ ２１．８ １３４．５ ▲１５．７ １０３．０ ▲８．６ ８４．５ ▲５．１

７ １０５．９ ▲７．９ １１０．２ ０．３ ７２．８ ▲２１．４ １３５．３ ４７．９ １３６．６ ▲１６．９ １０５．２ ▲５．８ ８６．５ ▲３．１
８ １０４．６ ▲１０．９ １１２．７ ▲０．２ ７３．８ ▲２１．８ １２４．０ １６．１ １２７．８ ▲２０．３ １０４．５ ▲８．４ ８６．９ ▲１．８
９ １０２．６ ▲１６．１ １０８．７ ▲４．５ ７２．７ ▲１８．０ ８３．４ ▲２０．１ １２７．５ ▲３０．２ ９７．８ ▲１５．６ ８９．７ ２．８
１０ １０３．７ ▲７．６ １０２．０ ▲６．４ ７４．５ ▲８．３ ９５．９ ▲１０．０ １４５．２ ▲１４．５ １０３．０ ▲３．５ ８２．４ ▲６．６
１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ▲２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５
１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３

２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９
２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．７ ▲１．６ １１１．４ ▲５．１ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９１．６ １０．２
６ １０５．５ ▲１．１ １０９．９ ▲３．９ ７４．９ ▲０．５ ５３．８ ▲５５．６ １７５．２ ３０．３ １００．１ ▲２．８ ９３．８ １１．０
７

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．６ １２．５ ７１．４ １３１ ▲５．８ １４３ ７７．５ １，４０６ ３６．２ ▲４．１ ８９．８ ▲３０．３ ９９．７ ▲０．４ １４，６７２ ２．１

７ ２２．１ ５．３ １４９ ▲３．７ ６７ １．８ ９８０ ▲３６．８ ▲２３．２ ▲２７．６ ▲８７．５ ９９．５ ▲０．３ １７，２５４ ▲２．２
８ ２．９ ７．４ １４９ ▲６．５ ５９ ▲３８．２ ８６３ ▲３４．４ ▲１３．７ ▲４８．３ ５．５ １００．２ ▲０．３ １５，０４８ ▲０．３
９ ０．８ ２７．８ ２５２ ▲４．４ ６０ ▲４３．３ １，０７４ ▲３０．９ ▲１１．３ ▲４１．６ ▲３２．４ １００．４ ▲０．４ １３，０７３ ▲４．３
１０ ▲５．０ ９．６ １８２ ▲１６．０ ４６ ▲５０．５ ８９３ ▲７．９ １４．２ ▲２２．７ ４４．４ １００．４ ▲０．３ １４，２７４ ▲４．７
１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７
１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５

２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４
２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．６ ２，５６６ ▲１６．７ ２，４２４ ▲６．９ ６２５，６４２ １３．０ ２６４，６９６ ▲０．９ ０．８６ １１ ▲２１．４ ４８，４８９ １．５ ２７，４１６ ▲０．４

７ ２，６６４ ▲１０．８ ２，２１７ ▲１１．１ ４８０，７９６ ４．２ ３１８，６５３ １８．４ ０．８５ ８ ▲１１．１ ４７，４３６ ２．０ ２７，４１６ １．０
８ ２，０７０ ▲９．８ ２，００７ ▲１．３ ３５４，４６１ ４．７ ２７１，８６１ ３．５ ０．８２ １３ １８．２ ４７，３３９ １．６ ２７，４４８ ０．５
９ ３，１５３ ▲０．１ ２，２９６ ▲４．７ ３２１，５６１ ２．７ ２６１，１０１ ５．１ ０．８３ １１ ▲８．３ ４７，９７２ ０．６ ２７，７０１ ０．９
１０ ２，４６０ ７．１ １，８７５ １．７ ３５６，６１８ １３．６ ２８６，２８６ １０．７ ０．７８ １０ ▲３７．５ ４７，１５１ １．２ ２８，００３ ３．５
１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９
１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０

２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９
２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標についてはＰ２９の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。
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経済指標｜長崎のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．６ １０１．１ ▲７．０ ９８．９ ▲２１．４ １０６．２ ４．９ ６２．８ ７．４ １１７．３ ▲４．３ １９２ １９．４ ２３５ ▲３．０ ▲２．８

７ １０８．０ ▲４．４ １０２．４ ▲２２．６ １０３．４ ５．０ ６０．８ １１．０ １２３．９ ２．８ １７４ １４．１ ２２５ ６．８ ▲１．６
８ １０８．３ ２．０ １０１．５ ▲２５．０ １１３．８ １０．１ ６１．０ ２８．９ １２６．７ ▲０．６ １８９ １４．２ ２４９ ▲５．０ １９．２
９ １０４．４ ▲２．３ ９７．３ ▲２９．４ １０９．８ ６．０ ４５．５ ▲１１．３ １３１．３ ９．０ １８４ １５．６ ２６１ ▲１２．４ ▲９．３
１０ １０５．４ ▲４．６ ８９．０ ▲３７．９ １１３．７ ８．３ ５１．９ ▲９．１ １４５．８ ２７．６ １８５ １５．５ ２６３ ２．７ １３．６
１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１
１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４

２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６
２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ １５３ ▲２０．４ ２８３ ２０．７ ２１．２
７ １６．２

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００７．６ ２５２．３ ２３．２ ５，１１２ ９．９ １１３ ４．５ ５９ ▲７．５ ５８３ ▲４１．３ ▲３４．２ ▲３０．９ ▲９３．６ ２７９ ８．７ ９９．４ ▲０．３

７ ▲３８．６ ▲８．３ ４，９０１ ７．７ １２８ ▲３８．４ ９３ １３０．３ ５９９ ▲８．８ ▲３２．８ ▲５．３ ２９５．０ ３３３ ▲１．７ ９９．３ ▲０．１
８ ▲４０．５ １８．２ ４，５５４ ４．１ ２０８ ３８．４ １０７ １９５．９ ４８７ ▲１２．６ ▲１６．７ ▲１９．２ ６０．５ ５９０ １．６ ９９．８ ▲０．４
９ ６３．２ ４２．８ ４，８７７ １０．７ ２０９ １７．６ ６９ ３．０ ６７４ ▲１７．３ ▲２０．７ ▲３．６ ▲４９．４ ３９４ １７．０ ９９．９ ▲０．４
１０ １０７．９ ２５．０ ６，０３１ ▲４．３ ２０６ ▲２．０ ５０ ▲３４．８ ４２３ ▲４０．２ ▲２５．８ ▲３５．５ ▲８５．７ ４２４ ▲１７．８１００．３ ▲０．１
１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２
１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５

２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６
２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．３１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．６ １０，２６７ ▲１．８ １，６３１ ▲１８．９ ２，００４ ▲１０．１ ４８７，３０３ ▲０．８２８６，２７４ １５．０ ０．６４ ９ ▲１０．０ ４２，０６６ ２．９ ２４，６２０ ▲１．９

７ １２，０３５ ▲４．８ １，６５１ ▲１７．０ １，７５５ ▲１５．３ ４１０，９３０ ▲９．３３４５，５５１ ２１．９ ０．６４ １５ ６６．７ ４１，３０５ ２．７ ２４，５９５ ▲１．９
８ １０，９８４ ▲２．４ １，３９１ ▲５．４ １，４８５ ▲９．３３３３，７７８ ▲３．６３２２，７９１ ３．６ ０．６４ １９ ２６．７ ４１，０５１ ２．３ ２４，５４９ ▲２．４
９ ９，５１２ ▲２．６ ２，０８９ ▲４．２ ２，０００ ▲１２．８ ２８１，９５９ ▲５．５２７９，３９０ ４．４ ０．６２ １３ ▲７．１ ４０，９１９ ２．７ ２４，３８２ ▲３．４
１０ ９，９５３ ▲４．９ １，６９３ ９．５ １，５４５ ▲１６．５ ３００，４８８ ３．１３０５，５００ ▲７．９ ０．６１ １９ ７２．７ ４０，５２８ １．５ ２４，２３２ ▲３．１
１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０
１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１

２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４
２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標についてはＰ２９の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。漁業水揚金額は、長崎、

佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂
の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

地域の景況を直接リサーチしようと福岡

県と熊本県の企業を対象にＢＳＩ（景況感）

アンケートを初めて実施しました。回収率

は約３割となり、回答をいただいた事業者

の皆様のご協力に感謝いたします。これか

ら定期的にアンケートを実施し、役に立つ

情報をレポートしていきたいと思います。

最近、「エコドライブ」を励行していま

す。例えば、発進時はふんわりアクセルを

踏み、走行中は車間距離を十分に保ち、減

速停止するときは停車位置を予測しながら

早めにアクセルオフするように心掛けてい

ます。１０月にはガソリン価格は少し値下が

りしそうですが、それでも「エコドライブ」

を続けるつもりです。

今回初めて、福岡県、熊本県、長崎県の

３県同時の企業動向調査アンケートを実施

しました。急なお願いにもかかわらずご回

答いただきましてありがとうございました。

今後とも、同アンケートを継続的に実施し

てまいりますので、ご協力のほど何卒よろ

しくお願いします。

島 浦 田 中 横 尾

今年４月に上海駐在員事務所にトレー

ニーとして赴任してはや半年が経ちます。

調査月報１０月号が発行される頃には、もう

私は日本に帰国しているはずです。半年間

という短い期間でしたが、少しは国際感覚

というものが身に付いたかと思います。こ

の上海で学んだことを今後の銀行員生活で

活かしていこうと思います。

一大イベントの北京オリンピックが終わ

り、中国の景気後退も囁かれていますが、

ここ上海ではあまり感じられません。２年

後には上海万博を控え、その次はディズ

ニーランド開業の噂もあります。この夏に

は、上海・台北間の空の航路が定期化しま

した。今まで近くて遠かった台湾からの新

しい流れに期待しています。

臼 井 守 部

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報５号 ２００８年９月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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